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参考資料の配付について 

このことについて，下記資料を参考配付いたします。 

記 

１ 宅地造成及び特定盛土等規制法に関する規制区域の候補区域 

について……………………………………………………………………１～３ 

２ 函館市長期未着手都市計画道路の見直し方針（第２次）（原案） 

に対するパブリックコメント（意見公募）手続の実施について…… ４ 

           （都市建設部都市整備課 電話 ２１－３３６７） 

           （都市建設部都市計画課 電話 ２１－３３６３） 



１ 

１ 宅地造成及び特定盛土等規制法に関する規制区域の候補区域について 

(1) 宅地造成及び特定盛土等規制法の概要

   令和３年７月静岡県熱海市で発生した大規模な土石流災害などを受けて， 

盛土等により災害から国民の生命・身体を守る観点から，盛土等を行う土 

地の用途やその目的にかかわらず，危険な盛土等を全国一律の基準で包括 

的に規制する「宅地造成及び特定盛土等規制法」（通称「盛土規制法」） 

が，令和５年５月２６日から施行されました。 

 同法に基づく規制区域が定められると，一定規模以上の盛土等を行う場 

合には，あらかじめ函館市長の許可などが必要になります。 

(2) 規制区域の候補区域（別図１参照） 

  本市においては，全域において次の①の区域または②の区域を指定する 

ことを予定しており，これらの候補区域を別図１のとおり定めました。 

  ① 宅地造成等工事規制区域 

盛土規制法第１０条に基づき指定されるものであって，市街地や集落， 

その周辺など，盛土等が行われれば人家等に危害を及ぼしうるエリア 

  ② 特定盛土等規制区域 

    盛土規制法第２６条に基づき指定されるものであって，市街地や集落 

などから離れているものの，地形等の条件から，盛土等が行われれば人 

家に危害を及ぼしうるエリア 

(3) 許可対象となる盛土等の例（別図２参照） 

(4) 今後のスケジュール（予定） 

  令和７年２月 市民や業界団体への説明会などを実施 

令和７年４月 宅地造成等工事規制区域および特定盛土等規制区域の 

指定 







４ 

２ 函館市長期未着手都市計画道路の見直し方針（第２次）（原案）に 

対するパブリックコメント（意見公募）手続の実施について 

(1) 函館市長期未着手都市計画道路の見直し方針策定の背景  

このことについて，本市では，平成２１年（2009年）４月に第１次方針を 

策定し，１２路線（１３区間）の都市計画道路の廃止や幅員変更などの見直 

しを実施してきましたが，策定から１５年を経過した現在において，３０年 

以上事業が未着手となっている都市計画道路が残っており，更なる見直しを 

進めていく必要があることから，函館市都市計画審議会の答申を踏まえ，第 

２次見直し方針（原案）をとりまとめましたので，函館市パブリックコメン 

ト（意見公募）手続要綱に基づき，市民等からの意見を募集いたします。 

(2) 案件名  

函館市長期未着手都市計画道路の見直し方針（第２次）（原案） 

(3) 意見募集期間 

令和６年（2024年）１１月１８日（月）～令和６年１２月１７日（火） 

(4) 結果公表の予定時期 

令和７年（2025年）１月 

(5) 公表する資料 

① 函館市長期未着手都市計画道路の見直し方針（第２次） 

（原案）（概要版）……………………………………………………別添１ 

② 函館市長期未着手都市計画道路の見直し方針（第２次） 

（原案）…………………………………………………………………別添２ 










































































